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大阪スタートアップ成長支援塾の開講と
2023年の取組み

株式会社大阪取引所_総合管理室

2022年11月24日

株式会社東京証券取引所_上場推進部 大阪IPOセンター
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(注)JPX大阪本社は日本取引所グループ大阪本社の略称
JPX大阪本社には大阪取引所の他、東京証券取引所上場推進部など日本取引所グループ各社の事業拠点が存在

１ 大阪スタートアップ成長支援塾の開講までの経緯

2022年5月
支援塾の検討開始

2022年9月
後援・講師
依頼先選定

2022年４月
JPX大阪本社(注)

設置

2022年10月
～11月中旬
塾生募集

2022年１月
事業連携協定
締結

2022年
11月24日
対外公表

大阪府及び大阪
市との間で「国際金
融都市OSAKAの
取組推進に関する
連携協定」を締結

関西圏におけるグ
ループ事業拠点と
して大阪本社を設
置し、その活動を
一層強化

同時に西日本エリ
アからIPO目指す
企業を支援する大
阪IPOセンターを
設置

大阪府及び大阪
市が関係する支援
プログラム卒業生の
声を受けて、大阪
府・大阪市・JPX大
阪本社による検討
チームを設置

大阪の企業育
成に関係する団
体や企業への後
援・講師依頼

支援プログラム
卒業生を対象
に塾生を募集

応募者多数に
より抽選等で
15名を選出

第1回目の
講義は1月
下旬開催

2023年1月
スタート

大阪府及
び大阪市と
対外公表
（本日）
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2022年1月25日 事業連携協定締結
左から吉村知事、岩永大阪取引所社長、
高橋副市長

連携事項は以下4点
・国際金融都市OSAKA
の情報発信に関すること
・金融リテラシー教育に関
すること

・スタートアップの成長支
援に関すること
・その他国際金融都市
の実現に資する取組み

・資金調達から企業の成長戦略（IPO・M＆A）ま
でを体系的に学びたい
・地域金融機関・証券会社・監査法人などと繋がり
を持ちたい
・他の支援プログラム卒業生とも切磋琢磨し更なる
成長を目指したい
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２. 支援塾の特徴及びエコシステムとの関係

⚫ 大阪府及び大阪市は、これまで、大阪スタートアップ・エコシステム・コンソーシアム(世界に冠たるスタートアップ・エコ
システム拠点都市の形成を目指し、行政、経済界、大学等が連携して2019年12月に設置)を通じて、大阪・関
西圏で活躍するスタートアップに向けて、各成長ステージに応じた支援プログラムを提供

⚫ JPX大阪本社は、IPOによる資金調達などを通じて企業の成長をサポートし、大阪を中心とした関西エリアから多く
の優れた上場企業を輩出

⇒ 支援塾においては、JPX大阪本社が培った証券会社や監査法人などIPO関係者とのフラットなネットワークを活用し、
大阪スタートアップ・エコシステム・コンソーシアムを通じて成長してきたミドル・レイター期を中心とした企業経営者の更
なる成長を支援し、リーディング企業（業界の先駆者として中核的な立場にある企業）を輩出することを目指す

➢ シード・アーリー期は、資金面を中心に、銀行やVCなどがサポート

➢ ミドル・レイター期は、企業価値向上やガバナンス強化などについて、証券会社や監査法人などがサポート

【特徴】

【大阪スタートアップ・エコシステムとの関係（イメージ図は参考1を参照）】

⚫ 2022年1月に大阪府及び大阪市と締結した事業連携協定に基づく最初の具体的な取組み

➢ 2022年3月に公表した国際金融都市OSAKA戦略の柱である「スタートアップのための多様な資金調達の促進」、アクション
プランの「IPO支援」に直結
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リーディング企業の輩出←

成
長

年数→

（公財）大阪産業局

（参考1）大阪スタートアップ・エコシステムにおける支援塾の位置付け

大阪スタートアップ・エコシステムコンソーシアム（大阪府・大阪市・大阪産業局が中心）

シード期 アーリー期 ミドル期 レイター期

※ 2018年度まで
大阪府が実施していたが、
現在は民間団体が推進

支援拠点・交流拠点

プレシード期

（公財）大阪産業局

代行・信託銀行
株式事務代行

監査法人
監査証明主幹事証券

公開引受

VC
出資

銀行・生損保
融資・出資

印刷会社
申請書類作成支援

弁護士
法律相談

コンサル会社
株式公開支援

支援塾
【IPO関係者ネットワーク】

シード・アーリー期は
銀行やVCなどがサポート

ミドル・レイター期は、
証券会社・監査法人などがサポート

支援塾を通じた
更なる成長支援
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名称 大阪スタートアップ成長支援塾

期間 2023年１月から2023年12月（2か月に1回、1コマ2時間)

場所
JPX大阪本社（大阪証券取引所ビル5階）
大阪市中央区北浜1-8-16
※新型コロナウイルス感染症の拡大状況によりオンラインに切替え

主催 大阪府、大阪市、JPX大阪本社

後援 大阪産業局、近畿経済産業局、日本公認会計士協会近畿会、
大阪商工会議所、中小企業基盤整備機構近畿本部

プログラム 資金調達から企業の成長戦略（IPO・M＆A）まで企業価値向上などをテーマに講義
詳細は参考2

講師
地域金融機関、証券会社、監査法人の実務担当者
関西上場会社（3社）の経営者
詳細は参考2

塾生 15名（SIO・OSAP・Booming!・RISING!の卒業生から希望者を募り選出）
詳細は参考3

その他
経営者交流会の参加

大納会（大阪会場）の参加

３. 2023年の大阪スタートアップ成長支援塾の概要
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（参考2）大阪スタートアップ成長支援塾のプログラムなど

回次 内容 講師

第1回 ～成長資金の調達と地域経済の活性化～
主催者

地域金融機関

第2回 ～資本政策と企業価値評価について～
証券会社
監査法人

第3回 ～企業の成長戦略（IPOとM＆A）について～
証券会社
監査法人

第4回 ～ガバナンス体制の強化による企業価値向上～
証券会社
監査法人

第5回 ～ステークホルダーに向けた情報発信について～ 証券会社

第6回 先輩経営者との交流会 関西上場会社

【プログラム内容】

【講師依頼先】

区分 会社名（順不同）

地域金融機関 株式会社りそな銀行、株式会社池田泉州銀行

証券会社
野村證券株式会社、大和証券株式会社、SMBC日興証券株式会社、
みずほ証券株式会社、株式会社SBI証券

監査法人 日本公認会計士協会近畿会の推薦

関西上場会社 株式会社i-plug、BCC株式会社、株式会社ブロードエンタープライズ
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（参考3）塾生のご紹介

No 会社名 役職 氏名

1 株式会社イーストエンドカンパニー 代表取締役社長 東端 裕介

2 BABYJOB株式会社 代表取締役 上野 公嗣

3 株式会社ネットオン 代表取締役 木嶋 諭

4 エイチアンドダブリュー株式会社 代表取締役CEO 橋爪 敦哉

5 株式会社レスタス 代表取締役 大脇 晋

6 株式会社ポラリス 代表取締役CEO 森 剛士

7 株式会社Be＆Do 代表取締役CEO 石見 一女

8 株式会社グッドニュース 代表取締役 杉岡 充敏

9 株式会社With The World 代表取締役 五十嵐 駿太

10 株式会社JoBins 取締役CFO 片岡 幸一

11 株式会社シェアウィズ 代表取締役 辻川 友紀

12 株式会社Sales Navi 代表取締役 田中 大貴

13 株式会社ハート・オーガナイゼーション 代表取締役 菅原 俊子

14 Flora株式会社 代表取締役 クレシェンコアンナ

15 株式会社リールステージ 代表取締役 中山 久雄

（順不同・敬称略）
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